
財
務
省
「
法
人
企
業
統
計
調
査
」
に
よ
れ
ば
、
2023
年

1
月
～
3
月
期
決
算
の
資
本
金

10
億
円
以
上
の
大
企
業
の
内
部
留
保
は

511.4
兆
円
に
上
り
、
14
年
間
で

1.8
倍
に
増
加
し

て
い
ま
す
。
一
方
で
、
実
質
賃
金
は
、
自
公
政
権
の

10
年
で
年
収

24.1
万
円
減
っ
て
い
ま

す
。

今
こ
そ

30
年
余
り
に
わ
た
る
実
施
賃
金
の
低
下
を
改
善
さ
せ
、
生
活
改
善
を
目
指
し
、
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世
界
銀
行
に
よ
る
と

2000
年
か
ら

2022
年
の

GDP
の
伸
び
率
を
見
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
、
ド

イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
な
ど
が

200
％
を
超
え
て
い
る
一
方
で
、
日
本
で
は
横
這
い
と
な
っ
て
い

ま
す
。
ま
た
、
経
済
規
模
が
わ
か
る
物
価
の
格
差
を
修
正
す
る
購
買
力
平
価
で
比
較
す
る

と
、
中
国
、
ア
メ
リ
カ
、
イ
ン
ド
、
日
本
と
な
っ
て
い
ま
す
。
日
本
の

GDP
の

5
割
以
上

を
占
め
る
個
人
消
費
が
伸
び
て
い
な
い
こ
と
が
最
大
の
原
因
で
、
先
進
国
の
中
で
日
本
だ

け
が
賃
金
が
上
が
ら
な
い
異
常
な
国
と
な
っ
て
い
る
こ
と
に
あ
り
ま
す
。

す
べ
て
を
市
場
原
理
に
ゆ
だ
ね
る
と
い
う
新
自
由
主
義
と
決
別
し
国
民
の
命
と
暮
ら
し

を
守
る
社
会
と
す
る
に
は
、
賃
上
げ
の
実
現
し
、
日
本
経
済
の
再
生
を
実
現
す
る
こ
と
が

必
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

1. 2024 年 4 月 1日以降の基本給を定期昇給別で 17,000 円引き上げること。

2. 各等級の基準額を撤廃し、昇給額を引き上げること。

3. 55 歳を超えて在職する社員の基本給について、交渉経過に基づき是正する

こと。

4. シニア賃金を大幅に引き上げること。

5. 契約社員及び臨時社員についても社員に準じて引き上げること。

6. 高卒採用給を引き上げること。

7. 回答は 3月第 3週までとすること。

8. 2024 年 1 月 1日現在の各諸元を明らかにすること。

9. 別に申し入れる「労働条件改善要求」についても実現を図ること。

国
労
本
部
は
、
2
月

13
日
、「
2024
年

4
月

1

日
以
降
の
新
賃
金
引
上
げ
に
関
す
る

申
し
入
れ

（
国
労
闘
申
第

8
号
）」
を
行
い
ま
し
た
。

貨
物
会
社
の

2023
年
度
中
間
決
算
で
は
資
源
価
格

の
高
騰
な
ど
に
よ
る
経
費
の
押
上
よ
り
、
連
結
・
単

体
と
も
に
経
常
損
失
の
結
果
と
な
る
な
ど
、
コ
ロ
ナ

の
終
息
と
物
価
経
済
の
回
復
を
想
定
し
た
当
初
の

事
業
計
画
数
値
か
ら
大
き
く
乖
離
し
、
計
画
そ
の
も

の
が
問
わ
れ
る
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
政

府
は

2024

年

4

月
以
降
の
物
流
業
界
に
お
け
る
人

手
不
足
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
下
で
、
「
物
流
革
新

に
向
け
た
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
を
決
定
し
、
鉄
道
貨

物
輸
送
量
を
倍
増
さ
せ
る
と
し
て
お
り
、
貨
物
会
社

へ
の
期
待
は
大
き
な
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。
し
か

し
、
社
員
の
実
態
は
、
こ
の
間
、
わ
ず
か
な
ベ
ア
が

実
施
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
過
去
最
高
益
を
計
上
し
て

も
、
18
年
連
続
「
ベ
ア
・
ゼ
ロ
」
や
繰
り
返
さ
れ
る

低
額
な
期
末
手
当
の
支
給
な
ど
、
社
員
へ
は
還
元
さ

れ
る
こ
と
な
く
厳
し
い
生
活
は
改
善
さ
れ
て
い
ま

せ
ん
。

国
労
は
、
賃
金
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
基
に
「
労
働

条
件
改
善
要
求
」
と
合
わ
せ
て
、
新
賃
金
引
き
上
げ

に
よ
り
、
生
活
改
善
を
求
め
て
い
ま
す
。

2024 年 4月 1日以降の新賃金引上げ要求

物
価
上
昇
は
家
計
に
大
き
な
ダ
メ
ー
ジ
を
与
え
て
い
ま
す
。

厚
生
労
働
省
が
発
表
し
た

2023
年
の
毎
月
勤
労
統
計
調
査
に
よ

る
と
、
一
人
あ
た
り
の
賃
金
は

2
年
連
続
で
減
少
し
、
2023
年

に
多
く
の
企
業
で
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
が
、
そ

れ
以
上
に
物
価
は
上
昇
し
、
追
い
つ
い
て
お
ら
ず
、
実
質
賃
金

は
さ
ら
に
マ
イ
ナ
ス
幅
は
広
が
っ
て
い
ま
す
。

賃
金
が
上
が
ら
な
い
日
本
。
労
働
者
の
生
活
は
厳
し
さ
を
増
す

ベ
ア
実
施
も
物
価
上
昇
に
追
い
つ
い
て
い
な
い

大
企
業
の
内
部
留
保
は
労
働
者
に
還
元
を
！


